
推

ンターを連携拠点とし

進

て地域包括ケアシステ

上

ムの
08-03 充実に

位

努める。

自立生活への

政

支援 ・介護予防対象者

策

を早期に把握し、要支

0

援などになるおそれが

4

高い介護予防対象者に

健

対しては、介護予防ケ

康

アマネジメン
トを行う

で

など、一貫性・連続性

幸

のある「総合的な介護

せ

予防システム」の充実

に

をめざす。
・介護予防

す

・日常生活支援総合事

ご

業の実施に向け、地域

せ

住民や関係機関、民間

る

企業と連携して、多様

ま

なサービスの提供体
制

ち

づくりを推進する。

施策統括課 介護福祉課 施策統括課長名 傳　智則

関連課 福祉総務課、介護福祉課

関連する 東久留米市地域福祉計画（第3次改定版）、第7期東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

個別計画等

新たな支え合いの構築、地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み、高齢者福祉計画・介護保険事業計画の
予定計画事業

推進

・だれもが住み慣れた地域社会で安心して生活が続け

施

られるよう、民間福祉

策

機関や団体、地域社会

評

などとの協働により、

価

施策に対する
地域福祉

表

の基盤づくりを進める

(

とともに、社会参加と

2

交流の促進を図る。
基

9

本的な考え方
・介護が

年

必要な状態となっても

度

、支援を必要としてい

実

る本人やその家族が安

績

心して暮らせるよう社

評

会全体で支え合う仕組

価

（第4次長期
みを構築

と

し、地域包括ケアシス

3

テムの推進を図る。
総

1

合計画より）

基本事業

年

名（1～3） 第4次長

度

期総合計画における方

方

向性
・さまざまな生活

針

課題への対応に取り組

)

み、地域福祉の推進を

１

図る。
08-01 ・市

　

民が福祉への意識・関

施

心を高め、新たな支え

策

あいの仕組みづくりを

の

理解してもらうため、

概

ボランティアや自治会

要

活動

地域福祉基盤の育

（

、地域交流などの活性

第

化を図る。
・身近な地

4

域でつなぐ仕組みづく

次

りを進めるため、地域

長

福祉コーディネーター

期

を段階的に配置し、市

総

民、関連機関、市が
成

合

・強化
連携し、参画の

計

機会・経験を積み、市

画

と市民が協働しながら

（

、地域社会のさまざま

後

な福祉課題の解決に努

期

める。
・民生・児童委

：

員の担い手の確保、活

2

動の充実に向けた取り

8

組みを推進する。

・公

年

的サービスと地域団体

度

、ボランティア、NP

～

Oなどによる地域福祉

3

活動相互の結びつきを

2

深め、地域の高齢者を

年

始めと
08-02 する

度

市民一人ひとりが参画

）

できるよう、地域のネ

に

ットワークづくり・地

掲

域づくりを進める。

交

げ

流の場と安全の ・高齢

る

者自身が地域社会を支

事

える存在や担い手とし

項

て、社会活動や地域活

）

動に参加できる仕組み

施

づくりに取り組む。
・

策

関係機関との連携を強

名

化し、日常の見守りや

0

災害時に支援ができる

8

ネットワークを形成し

高

、地域全体で高齢者や

齢

要援護
確保

者を支える

者

体制を推進する。

・日

福

常生活圏域で生活する

祉

高齢者の総合相談窓口

の

となる地域包括支援セ



期総合計画における方向性
・介護保険制度の安定的な運営とサービスの質の向上を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう介護保

08-04 険サービスの充実に取り組む。

介護保険制度の運 ・第7期介護保険事業計画に基づき、世帯非課税低所得者の保険料軽減を行うなど、利用者負担の見直しを適切に行う。
施設及び居宅サービスは、生活圏域に配慮して適正に事業者の誘導を行う。

営
・地域住民や自治会などと連携し、介護予防事業への参加の促進と介護予防の意識を高める環境づくりに努める。

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

民間福祉サービス提供団体数
1 団体 9 9 8

要介護認定率（高齢者人口に占める要介護認
2 ％ 16. 3 16. 7 16. 9

定者数の割合）

3

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

本施策を

１

構成する事務事業数 本

　

52 51 48

トータル

施

コスト 千円 7,719

策

,974 7,893,

の

113 8,530,9

概

33

　　　　　　　　

要

　　　　事業費（内書

（

き） 千円 7,572,

第

322 7,751,9

4

29 8,409,51

次

3

　　　　　　　　　

長

　　　人件費（内書き

期

） 千円 147,652

総

141,184 121

合

,420

計画（後期：28年度～32年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第4次長



続きその
い存在の民生・児童委員の欠員が定

４

数の3割程度となり、

　

役割を担う方の確保の

基

ため、常時適任者に関

本

する情報を収集し、適

事

任者を推薦
地域福祉基

業

盤の育成、強化に向け

に

ての課題となっている

つ

。 できるよう取り組む

い

。
・地域での身近な相

て

談支援や関係機関との

（

ネットワークづ ・平成

1

29年度に地域福祉コ

～

ーディネーター配置事

3

業の検証を行い、これ

）

を踏ま
くりなど、地域

現

を「つなぐ」役割を果

状

たす仕組みとしての え

と

て、市内の西部地域に

課

おいて、福祉制度の狭

題

間に置かれた方への個

3

別支援（
地域福祉コー

1

ディネーター配置事業

年

を行っており、地域の

度

平成30年度から実施

に

）を引き続き実施して

向

いく。
「つながり」と

け

「支え」を進めていく

た

ことが課題である。

1

方

・高齢化率が28％を

向

超え、稼働年齢層を中

性

心とする世代が ・元気

・

な高齢者の方には、地

ひ

域社会を支える担い手

と

として、社会活動や地

り

域社
高齢者世代を支え

暮

るという従来のスタイ

ら

ルの維持が困難と 会に

し

参加できるよう支援し

の

ていく。
なっている。

高

・また、そのために自

齢

治会や協働に取り組む

者

市民活動団体との連携

や

が図れるよ
・今後は高

高

齢者同士の支え合いや

齢

次世代育成にもつなが

者

る う、機会の提供をす

世

る。
世代間交流による

帯

支え合いが求められる

へ

。
・高齢者自らが社会

の

参加の機会を増やして

支

いく仕組みづく
りが必

援

要となる。

2

・一人暮

に

らしの高齢者や、要介

欠

護・要支援認定者の増

か

加に ・「介護予防・日

せ

常生活支援総合事業」

な

に継続して取り組むと

・

ともに、引き続
伴い、

民

住まい、介護予防、生

生

活支援などを一体的に

・

提供す き「在宅医療と

児

介護の連携推進」、「

童

認知症施策」などの諸

委

課題に取り組み、
る、

員

「地域包括ケアシステ

に

ム」を深化していくこ

つ

とが課題 地域包括ケア

い

システムの深化に努め

て

る。
となっている。
・

は

住民主体の地域の支え

、

あいなどの円滑な実施

一

が課題とな
っている。

斉

3

改選年度を迎えることから、引き



である、第7期介護保険事業計画に基づき、事業
）、保険給付費は7,649百万円（前年度比5.1％増）となっ の進捗の把握と計画の達成に向けた運営に努める。
ている。
・給付費は計画の範囲内であるが、引き続き、給付費の適
正化などの取り組みが求められる。

4

5

５　31年度に向けた施策方針

・高齢

４

者が安心して暮らせる

　

地域社会とするため、

基

地域福祉計画（第3次

本

改定）を推進し、引き

事

続き、「新たな支え合

業

い」の構

築を図ってい

に

く。

・地域包括ケアシ

つ

ステムの構築に努めな

い

がら、第7期高齢者福

て

祉計画・介護保険事業

（

計画に沿って高齢者福

4

祉施策を進めていく

。

～

６　31年度の施策の

5

位置づけ 重点施策以外

）

現状と課題 31年度に向けた方向性
・要介護（要支援）認定者数は5,663人（前年度比5.3％増 ・平成30年度から3か年の計画


